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自然人の商標登録申請に関する注意事項 

 

「中華人民共和国商標法」第 4 条の規定に基づき、商標専用権を取得する必要がある、生

産、製造、加工、選択、取次販売或いはサービス業に従事する自然人は、商標局に商標登

録をしなければならない。個人名義での商標登録、譲渡等の申請には、規定に従い「商標

登録申請書」と商標見本などの資料を提出する以外に、以下の事項を注意しなければなら

ない。 

 

一、 個人経営者は「個人経営営業許可証」に登記されている商号を出願人名義として

商標出願を行うことができる。また許可証に記載されている責任者名義での商標出願

もできる。責任者名義で出願する際に以下の資料のコピーを提出する必要がある。 

 

（１）責任者の身分証明書 

（２）営業許可証 

 

二、 共同経営者は「営業許可証」に登記されている商号或いは関連主管機関の登記文

書に記載されている店名を申請人名義として商標登録出願を行うことができる。また

全ての経営者による共同名義での商標出願もできる。共同名義で出願する際に以下の

資料のコピーを提出する必要がある。 

 

（１）共同経営者の身分証明書 

（２）営業許可証 

（３） 共同経営協議文書 

 

三、 農村請負経営者場合は、請負契約の契約者名義で商標登録出願を行うことができ、

出願時には以下の資料のコピーを提出する必要がある。 

 

（１）契約者の身分証明書 

（２）請負契約書 

 

四、 その他の法により経営活動許可を得た自然人は、関連行政主管機関が発行した登

記文書中に記載されている経営者名義で商標登録出願を行うことができ、出願時には

以下の資料を提出する必要がある。 

 

（１）)経営者の身分証明書 

（２）関連行政主管機関発行の登記文書 



 

五、 自然人は商標登録出願ができる商品と役務の範囲は、営業許可証或いは関連登記

文書に認可されている経営範囲、また自営の農業副産物に限られる。 

 

六、 商標法第 4 条の規定に適合しない商標登録出願について、商標局は受理しない旨

を書面にて出願人に通知する。 

申請人が虚偽の資料で商標登録を得た場合、商標局により該当商標登録の取消をされ

る。 

 

七、 商標譲渡申請手続きに関しては、譲受人が自然人の場合は上述事項を参照の上、

手続きを行う。 
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